
予算要求資料
令和元年度３月補正予算　支出科目　款：農林水産業費　項：農地費　目：農地事業諸費　　　
	事業名　新棚田地域振興緊急対策交付金（国補正）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　農政部　農村振興課　農村企画係　電話番号：058-272-1111（内3173）

　　　　　　E-mail：c11427@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　9,300千円（現計予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計
予算額　　
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正
要求額
	9,300
	9,300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	9,300
	9,300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
棚田地域振興法の施行を受け、棚田地域の振興に取り組む地域に対し、棚田地域振興法に基づく活動実施に必要な調査や体制づくり、荒廃農地の解消や法面・耕作道等の支障箇所の補修、活動開始の阻害要因の除去など必要な環境整備を緊急的に支援する。
（２）事業内容

①調査・体制づくり事業

（各種調査）

・勾配・面積計測（勾配測定システム導入含む）、航空写真撮影、地図作
成、地域資源調査　等

（体制づくり）

・地域の話し合い・ワークショップ、ファシリテーター派遣、計画策定

・地域内外の人材発掘・育成（外部講師派遣、先進地視察等）　等
（棚田を活用した取組の試行実施）

・棚田オーナー制・体験学習等の交流促進

・地域伝統作物の導入（実証圃整備・試験栽培含む）

・企業研修受入れ、地元大学との連携（バス代等の費用助成含む）　等

②阻害要因除去事業

・景観修復、管理省力化、粗放的管理のための荒廃農地の整地

・耕作道、アクセス道、法面等の危険個所・支障個所の補修

・管理省力化のための耕作道、法面整備　等

（３）県負担・補助率の考え方

　　　補助率は国の実施要綱等に基づく額とし、県費による上乗せ補助はなし。
（４）類似事業の有無

　　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額（千円）
	事業内容の詳細

	補助金
	9,300
	指定棚田地域振興活動計画策定を予定している市町村等への補助金の交付

	合計
	9,300
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　・ぎふ農業・農村基本計画、ぎふ農業農村整備アクションプログラム
・岐阜県棚田地域振興計画　※令和２年３月策定予定
（２）国・他県の状況

・棚田地域振興法及び基本方針において、国は棚田地域の振興活動を支援す
るために必要な財政上の措置を講じることを明記。
（３）後年度の財政負担
　　県負担は発生しない。
（４）事業主体及びその妥当性
　　市町村または地域協議会が事業主体。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　棚田地域の振興に取り組む地域に対し、棚田地域振興法に基づく活動実施に必要な調査や体制づくり、荒廃農地の解消や法面・耕作道等の支障個所の補修など活動開始の阻害要因の除去など必要な環境整備を緊急的に支援し、棚田を含む農山村地域全体の活性化を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


○指標を設定することができない場合の理由

	現在、岐阜県棚田地域振興計画を策定準備中。




（前年度の取組）

	・新規事業のため、実績なし


（前年度の成果）

	・新規事業のため、実績なし


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	棚田の持つ様々な多面的機能の維持・発揮を促進するとともに、観光や都市農村交流等の取組を通じた交流人口の増加など、棚田を核とした棚田地域の振興に向けた調査や体制づくり、環境整備等を進めることは必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	　棚田地域振興法に基づく指定棚田地域の増加による棚田地域振興の促進

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	効率的な事業実施に努める。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
棚田地域振興法は、人口減少、高齢化の進展等により荒廃の危機に直面している。棚田を保全し、棚田地域を振興する枠組みを作ることを目的に、今後もニーズに応え、調査や体制づくり、環境整備を進める必要がある。


（次年度の方向性）
	本県内の棚田は約4,300haあり、今もなお大切な農村資源として活用されているが、棚田地域の多くにおいては、人口減少や高齢化の進展等による担い手の減少により、耕作放棄される棚田も増加している現状がある。

一方、棚田オーナー制度や交流イベントの開催等によって棚田の保全を図るほか、美しい景観を利用した観光の促進により、観光客に地元産品の販売等を行うことで、地域振興を図っている棚田もあるなど、棚田は地域振興の核となる大きな可能性を有している。

貴重な県民の財産である棚田を保全することにより、農産物の供給のみにとどまらず、様々な多面的機能の維持・発揮を促進するとともに、観光や都市農村交流等の取組を通じた交流人口の増加など、棚田を核とした棚田地域の振興を図る。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


